
 

令和７年度財政的援助団体等監査実施計画 
                                                          

１ 監査目的 

県から財政的援助を受けている団体等について、県からの財政的援助等に係る出納そ

の他の事務が適正に執行されるとともに、その目的が達成されているか等を調査するた

め、地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく監査を実施する。 

また、その目的を達成するため、専門的な知見を有する監査専門委員を活用するもの

とする。 

 

２ 監査対象期間 

  原則として令和６年度を対象期間とし、必要に応じて年度を遡るものとする。 

 

３ 監査対象団体及び着眼点 

（１）監査対象団体及び主な着眼点 

① 県が資本金等の４分の１以上を出資（出捐）している団体（以下「出資団体」

  という。） 

・出資の目的に沿って適切かつ効率的に事業が行われているか。 

・会計経理、財産管理等は、適正に行われているか。 

・経営成績及び財政状況は、良好か。 

② 県が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援

  助を与えている団体（以下「補助金等交付団体」という。） 

・補助金等の条件に従って、適切かつ効率的に事業が行われているか。 

・補助金等の目的以外に支出し、又は他に流用していないか。 

・補助金等の目的が達成されているか。 

③ 公の施設の管理を行わせている団体（以下「公の施設管理団体」という。） 

・公の施設の設置目的及び指定管理者制度の趣旨に沿って、適切かつ効率的に管

理が行われているか。 

・委託料の受領その他の会計経理は、適正に行われているか。 

・経営成績及び財政状況は、良好か。 

（２）共通する着眼点 

出納その他の事務が適正に執行され、関係諸帳簿を整備し、証拠書類等と符合し

ているか。 

 

４ 監査実施団体 

・監査対象団体の中から、次の２４団体を選定し監査を実施する。 

・委員監査は、☆印を付した５団体について実施する。 

 

 （１）出資団体 

① 出資比率１／２以上の団体 ………… １１団体 

（公財）長田ふるさと財団 

（公財）やまなし文化学習協会 

☆（大） 山梨県立大学 

（公財）山梨県国際交流協会 

☆（地独）山梨県立病院機構 

（公財）やまなみ文化基金 

☆（公財）山梨県スポーツ協会 



 

 

☆（公財）山梨県農業振興公社 

（公財）山梨県子牛育成協会 

山梨県土地開発公社 

山梨県道路公社 

 

② 出資比率１／４以上１／２未満の団体 ………… ３団体 

（公財）山梨県臓器移植推進財団 

（公財）山梨県生活衛生営業指導センター 

（公財）山梨県青少年協会 

（２）補助金等交付団体………… ２団体 

富士急バス（株）【山梨県バス運行対策費補助金】 

学校法人看護学園 

【山梨県看護師養成所運営費補助金、甲府看護専門学校運営費補助金】 

（３）公の施設管理団体 ………… ８団体 

（一財）山梨県消防協会【防災安全センター】 
山梨県造園建設業協同組合【武田の杜保健休養林】 

（公財）キープ協会【八ヶ岳自然ふれあいセンター】 
ＰＩＣＡ・富士山クラブ・ピークエイドコンソーシアム 

【富士山世界遺産センター】 

富士観光開発（株）【富士北麓駐車場】 

芸術の森みらいデザイン【美術館、文学館、芸術の森公園】 

アメニス山梨（桂川）グループ【桂川ウェルネスパーク】 

☆（株）  桔梗屋【丘の公園】 

 

５ 監査実施項目 

 監査事項は次のとおりとする。 

（１）当該財政的援助の目的及び条件に沿った使途の適否 

（２）当該財政的援助に係る事務事業の執行管理並びにその会計処理の適否 

（３）当該財政的援助の受入、返還の適否 

（４）財政的援助の受入のない公の施設管理団体に行わせている管理に係る出納その他

の事務の執行の適否 

（５）その他必要と認める事項 

 

６ 監査実施方法 

（１）監査は、監査資料の提出を求め、対象団体職員及び関係人の説明を聴取し、諸帳

簿、伝票類その他の関係書類を調査する等により行う。 

（２）監査委員の監査は、事務局職員による予備監査の結果に基づき、実地において 

実施する。 

（３）予備監査は、原則として試査（抽出）により行う。  

 

７ 監査実施時期等 

（１）実施期間 

令和７年９月から令和７年１２月まで 

(２) 実施日程 

    監査の円滑な実施を図るため、対象団体と調整を行い、別途「財政的援助団体等

監査実施日程」を作成するものとする。 

 



 

 

  (３) 監査の日数 

    監査の日数は、財政的援助等の内容、班の編成等を考慮して決定する。 

 

８ 提出資料 

（１）監査資料の様式は別に定める。 

（２）監査資料の提出期日は、原則として、監査実施日の２週間前（土日祝日を含

む。）までとする。 

 

９ 監査結果の取扱い 

  財政的援助団体等監査の結果、改善、是正等が必要と認められる事項については、次

表のとおり区分する。 
  

区  分 内   容 

指摘事項 法令等に違反するなど著しく不適切な事務処理等と認められるもの 

指導事項 指摘事項以外で特に改善を要すると認められるもの 

注意事項 不適切な処理の内容が軽易なもので、単純な誤謬に起因すると認められるもの  
 

指摘事項及び指導事項については、関係機関に対し監査結果を報告し、かつ、これを

公表する。監査実施団体及び所管部局に対しては、文書で通知の上、監査結果に対する

措置状況の回答を求め、その回答内容についても公表する。注意事項については、監査

実施団体及び所管部局に文書で通知する。 

併せて、所管部局等に監査結果を周知し、再発防止に向けた指導を要請する。 


